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一般会計予算総括質疑通告書 

 

                             令和 ４年 ２月１７日 

 

議 会 議 長  様 

 

                        会 派 名      日 本 共 産 党    

 

議員氏名   上  田  聡     

 

質疑事項 質 疑 要 旨 指定答弁者 

１．コロナ禍で町

民の命と暮らし

は 

 

 

 

 

 

２．子育て世帯の

移住や定住を促

進するための施

策は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって、町民

の生活や健康等に大きな影響が出ている。そこで伺う。 

（１）検査や感染防止策の強化・拡充、町民の暮らしを

支援する町独自の予算措置等は。 

（２）新型コロナウイルス感染症の影響で縮減を余儀な

くされる事業やイベント等の経費は、どの程度見込

んでいるのか。 

 

（１）来年度で、子育て世帯移住・定住推進事業は２年

目となるわけだが、来年度の事業費は今年度比２０

０万円減の１８００万円となっている。どのような

見通しの下１８００万円としたのか、今年度の実績

の見込みを示しつつ明らかに。 

（２）保育園や放課後児童クラブの待機児童を出さない

手だてや予算措置はどのように講じられているの

か。 

（３）子ども医療費無料化の対象年齢を１８歳まで拡大

する考えは。 

 

 

町長 

 

 

 

 

 

 

 

町長 

                   

   ２月１７日 午前・午後 ９時０５分 受理 
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質疑事項 質 疑 要 旨 指定答弁者 

３．高齢者施策の

新規拡充は 

 

 

 

 

 

 

４．地域経済の活

性化は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．ジェンダー平

等の推進加速は 

 

 

 

 

 

 

 

６．通学路の安全

対策強化は 

 

 来年度は、後期高齢者医療保険料が今年度比で一人当

たり２０００円余りの大幅な値上げとなる。更に１０月

からは、一定以上の所得がある被保険者の医療費窓口負

担額が２倍になる等、高齢者の負担増が目白押しである。 

（１）高齢者の負担軽減のための手だては。 

（２）高齢者施策の拡充のために新たに講じられた予算

措置は。 

 

（１）コロナ禍で廃業や休業に追い込まれる事業者が増

えているのではないかと思うが、こうした事業者に

対応する町独自の施策は。 

（２）経済波及効果の高い住宅リフォーム助成制度であ

るが、同制度の創設に係る検討状況は。 

（３）米価暴落への対応策は講じられているのか。 

（４）上記に関連して伺う。来年度から農業振興課と商 

  工観光課は産業振興課へと統合されるわけだが、各

種支援金等の申請や相談の窓口機能は、人員等の増

強も含め強化されるのか。 

 

（１）コロナ禍で、失業や生活不安、ＤＶ、自殺が急増

するなど、女性を取り巻く状況が深刻となっている。

こうした状況下、相談体制の充実・強化は急務とな

っているわけだが、対する手だてや予算措置は。 

（２）「生理の貧困」が大きな社会問題となっているが、

「生理用品のトイレ常備」等、「生理の貧困」問題を

解決するための手だてはどうなっているのか。 

（３）パートナーシップ制度導入への見通しは。 

 

 小中学校の再編計画案が示され、遠距離通学の生徒が

増える見通しとなる中、昨年は通学路の安全総点検も実

施したわけだが、通学路の安全対策に係る予算措置等は

拡充されるのか。国の２２年度予算案には「通学路の交

通安全対策に係る個別補助制度」の創設（５００億円）

が盛り込まれているが、町としてはこうした制度の活用

を図る考えはあるのか。 

町長 

 

 

 

 

 

 

 

町長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町長 

 

 

 

 

 

 

 

 

町長 
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質疑事項 質 疑 要 旨 指定答弁者 

７．大型事業の推

進にあたって 

 

 

 

 

 

 

 

８．地球温暖化防

止に取り組む本

気度は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．税収等の見積

りは的確か 

（１）新庁舎整備基本構想については、２か年の債務負

担行為が設定されている。町としては、同基本構想

にどのようなコンセプトや内容を盛り込もうとして

いるのか。 

（２）西仮グラウンド利活用基本方針についても、２か

年の債務負担行為が設定されている。町としては、

同基本方針にどのようなコンセプトや内容を盛り込

もうとしているのか。 

 

 政府は、事務連絡「予算編成上の留意事項」において、

「２０５０年カーボンニュートラルを目指し、グリーン

社会の実現に取り組む」ことを「基本的な考え方」の中

で示した上で、「脱炭素化事業」の推進を求めている。 

しかるに、令和４年度の町長の「施政方針及び予算編

成方針」にも「みんなの予算書」にも、「脱炭素化」や「再

生可能エネルギーの普及」といった踏み込んだキーワー

ドがどこを探しても見当たらない。そこで伺う。 

（１）「脱炭素化」や「再生可能エネルギーの普及」とい

った事業の推進については、どのような検討がなさ

れたのか。 

（２）「脱炭素化」や「再生可能エネルギーの普及」の事

業推進に係る新規の施策はないのか。 

 

２０２１年度の税収については、リーマンショック時

の数値等を用いて算出したが、その後の補正予算で大幅

な税収増となった。そこで伺う。 

（１）２０２２年度の税収や交付金等の見積りは、どの

ように試算されているのか。 

（２）２０２１年度と同様、「厳しく見過ぎている」とい

うことはないのか。 

町長 

 

 

 

 

 

 

 

 

町長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町長 

 

 

 

 

 

 

 


